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様式１号の１ 

経営リース（個人用） 

１ 貸付申請者の状況等 

 氏名 ・ 年齢 虎ノ門 一郎                    （６３歳） 

 後継者の有無 有 （申請者との関係     ）、  ○無  

 経営継続の確認 （記入例） リース期間中は、経営を継続します。 

 農協等への加入時期  大 ・ ○昭 ・ 平  ６２年  ４月 

 労働力（従業員数）    ３人（家族労働 ３人、雇用労働 ０人） 

農
業
経
営 

家畜家きん等の種類 申請時（頭・羽） 前年度（頭・羽） 前々年度（頭・羽） 

乳牛 経産牛 ３２ ３０ ２９ 

    育成牛 ２０ ２０ ２０ 

    

田畑等の面積 田  １ha、畑  １ha、草地  ６ha 

項目 ２６年度（千円） ２５年度（千円） ２４年度（千円） 

 
 

 
 

直
近
の
経
営
状
況 

収入金額①    ３０，４１８    ２７，１６２    ２６，６９２ 

経費②    ２６，３１１    ２８，０１３    ２７，７６６ 

差引金額③=①-②     ４，１０７     △８５１   △１，０７４ 

繰戻額等④         ０         ０         ０ 

繰入額等⑤     １，８００     １，８００     １，８００ 

青色申告控除額⑥ １００         ０         ０ 

所得額⑦=③+④-⑤-⑥     ２，２０７   △２，６５１   △２，８７４ 

 

 

長期借入金等負債の額⑧ １９，３５０  

負債等の割合⑨=⑧÷① ６４％ 

注１  経営継続の確認は、年齢が６０歳以上の者で後継者がいない場合のみ、貸付期間中

畜産経営を継続する旨を記述すること。 

2   加入時期は、リースを申請する窓口である団体（農協、飼料基金等）に加入した年月と

すること。 

3  家畜家きん等の種類欄は、乳牛、肉牛（黒毛、Ｆ１，乳用種等）、繁殖豚、肥育豚、卵鶏

及び肉鶏等を記載する。頭羽数は、種類ごとにできるだけ詳しく記入する（乳牛の例：育

成牛、子牛、未経産牛など）。また、預託の場合は、（  ）書きで内数の頭数を記入する

こと。 

4  直近の経営状況については、所得税青色申告決算書（損益計算書（収入金額の内訳

等を含む。）、貸借対照表）に所得税の確定申告書Ｂ（第一表及び第二表）を添付のこと。

（確定申告等の内容が正確に把握できる資料があれば、それらの資料でも可） 

5  取得額（消費税込み）が３千万円を超える場合は、直近５年の経営状況を記載のこと。 

6  長期借入金等の額は、貸借対照表の固定負債の総額と純資産額の繰越損金等額と

の合計とする（以下同じ。）。   

後継者がいる場合
は、有に○、また申
請者との関係を記
入 

６０歳以上で後継者がいない場合は、「リー
ス期間中は経営を継続する。」旨の記入があ
る者のみリースが可能 

家畜の飼養頭
羽数は、種類
別に記入 
預託について
は、その頭数
を（）書き 

①～⑦まで
は、「平成２
６年所得税
青色申告決
算書・損益
計算書」例
の該当する
番号の額を
記入 

・５割を超えているため、「長期借
入金等負債の償還計画」の提
出が必要 

・５割未満の場合は、提出の必要
なし 

左の欄を
直近年度
とする 

田畑等の面積
は、借地を含め
記入する。 

田畑等の面積
は、借地を含め
記入する。 

田畑等の面積は、借
地を含めて記入 
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２ 貸付申請施設等 

リース物件の名称 換気扇    合 計 

①本体価額 3,100,000 円 ,000 円 ,000 円 3,100,000 円 

消費税額(円単位) 248,000 円 円 円 155,000 円 

合  計(円単位) 3,348,000 円 ,000 円 円 3,348,000 円 

②補助金額 ,000 円 ,000 円 ,000 円 ,000 円 

③取得価額(①－②) 3,100,000 円 ,000 円 円 3,100,000 円 

備考欄（台数が複数の場

合は明細） 

NK-14FPB 5 台 

NK-14EZB 5 台 
   

販売業者等 
名称  港機械(株)      

電話 03-999-1234      

銘柄又は製造業者等 Ｍ社製      

型式・面積・容積       

新品・中古の区分 新品・中古    

製造年（中古のみ記入）     

設置場所(車両の保管場

所) 

港 区 虎 ノ 門

5-12-3 
     

車両保険加入の有無 有 ・ 無    

貸付期間の短縮又は延

長（理由） 

７年→４年 年→  年 年→  年 年→  年 

（記入例） 資金計画の都合により償還を早めたい 

貸付対象施設等の利用方法（用途） 

 （記入例）  畜舎内に設置することにより、夏場の温度を引き下げる。 

附加貸付料率低減の申請 

 私は、実施要領第３の４の（２）に定める要件に該当するので、基準料率より低減した附加貸付料

率の適用をお願いします。 

  実施要領第３の４の（２）のアの（ウ）に該当 

貸付料の納入方法（□に✓して下さい）     □✓年１回払い     □年４回払い 

注 1 ②の補助金額は消費税抜きで 1,000 円未満切り捨てとする。 

2 基準料率より低い附加貸付料の料率の適用申請者が認定農業者である場合は、

認定書面の写を添付すること。 

 

３ 添付書類 

(1) 見積書、カタログ及び図面（図面については原本証明を行ったもの）等 

(2) 共同利用の施設等にあっては、共同利用契約書 

(3) 「機構のリース事業の健全かつ円滑な実施の確保について」に基づき必要となる書面 

(4) 複合経営である場合は、他の経営の収入等の明細等 

・リース物件ごとに記入 
・複数台数を一括して申請する場合は、備考欄にその明細を記入する 
・貸付対象施設等の名称は、実施要領別表の貸付施設等の名称を記入 
・本体価額は税抜きで千円単位 
 

・居住地と同一の場所に設置
する場合でも、省略せず必
ず記入する。 

・居住地以外の場所に設置す
る場合は、地名、地番等を
省略せず記入する。 

 

設置する場所の
住所を正確に記
入 

リース物件の用途を
簡潔に記入 

附加貸付料低減を申請する場合
は、実施要領の第３の４の(２)のア
の該当する項目の条項を記入 

・貸付期間の短縮又は延長を希望す
る場合、希望年数及び理由を記入 

・短縮は、耐用年数が 10 年未満は
70％まで、10 年以上は 60％まで可
能、１年未満切り捨て 

・延長は、耐用年数にかかわらず
120％まで可能、１年未満切り上げ 

 

希望する納入方法にチェ
ックを入れる 

設計図書のみ必要 

収入金額に対する負債等の割合が５割を超える
場合は、長期借入金等負債の償還計画、申請
額とリース債権残高を合わせて３千万円を超え
る場合は、経営計画、事業計画等 

不動産所得等 

車両のほか、公
道走行するトラク
ター等について、
加入の有無を○
印 
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【決算報告書の例】

様式１号の２の「直近の決算状況」の各項目や「長期借入金等負債の償還計画」に引用する金額（吹き出しの○付き数字は「直近の決算状況」の各項目の数字に対応）

単位：円 単位：円

【売上高】
【流動資産】 生乳売上高 61,595,100

現金及び預金 6,068,350 乳牛売上高 4,923,050
売掛金 5,790,100 補給金収入 1,602,300 68,120,450
未収入金 3,119,950 【売上原価】
棚卸資産 2,544,150 飼料購入費他 21,694,050 21,694,050

流動資産計 17,522,550 売上総利益 46,426,400
【固定資産】
（有形固定資産） 【販売費及び一般管理費】

建物 7,671,450 役員報酬 7,455,000
構築物 3,551,100 給料手当 2,016,000
機械装置 19,667,550 事務用品費 5,250
車両運搬具 954,450 消耗品費 1,571,850
生物 23,585,100 保険料 2,874,900

有形固定資産計 55,429,650 修繕費 2,104,200
（投資その他資産） 水道光熱費 1,240,050

出資金 23,100 減価償却費 14,965,250
積立金 748,650 交際費 496,650

投資その他の資産計 771,750 旅費交通費 143,850
固定資産計 56,201,400 通信費 313,950
資産の部計 73,723,950 車両費 1,108,800

支払手数料 6,417,600
租税公課 581,700

【流動負債】 諸会費 77,700
買掛金 3,828,300 雑費 1,913,100 43,285,850
短期借入金 105,000 営業利益 3,140,550
未払金 5,034,800
未払費用 6,235,950 【営業外収益】

流動負債計 15,204,050 受取利息 1,000
【固定負債】 雑収入 4,307,100 4,308,100

長期借入金 34,650,000 【営業外費用】
役員借入金 23,484,000 支払利息 131,250 131,250

固定負債計 58,134,000 経常利益 7,317,400
負債の部計 73,338,050

【特別利益】
固定資産売却益 588,000 588,000

【株主資本】 【特別損失】
［資本金］ 10,000,000 　 固定資産売却損 2,424,450
［利益剰余金］ 固定資産除却損 3,924,900 6,349,350

（その他利益剰余金） △ 9,614,100 税引前当期利益 1,556,050
　繰越利益剰余金 △ 9,614,100 法人税・住民税等 0

利益剰余金計 △ 9,614,100 当期純利益 1,556,050
株主資本計 385,900
純資産の部計 385,900
負債・純資産の部計 73,723,950

純資産の部

損益計算書
（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）

貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

資産の部

負債の部

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
営業外収益と

営業外費用と

の差額 

⑥ 

 ⑦ 
特別収益と特

別損失との差

額 

⑧ 

⑨ 

「長期借入金等負債の償

還計画」作成時の償還財

源に引用する。 

⑩ 

⑪ 
固定負債の額を記

⑪固定負債の額と⑩繰越利益剰余金が

赤字であった場合の合計額が、①売上高

に対して５０％を上回っていた場合は、

「長期借入金等負債の償還計画」を作成

する。 
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